
















































（ ₁ ）朝日新聞₂0₁₇年 ₉ 月₁₈日朝刊（ちなみに、₇5歳以上は₁,₇₄₇万人、₈0歳以上は₁,0₇₄万
人、₉0歳以上は₂0₆万人）。
（ ₂ ） 高齢者に限れば、認知症者は、₂0₁₂年時点では「 ₇ 人に ₁ 人」だが、₂0₂5年には「 5




（ ₄ ）その一例として、朝日新聞は「認知症と運転」と題する特集のもと、 ₄ 回（₂0₁₆年



























































































（ ₉ ）監督者責任が争われた訴訟で、₁₃歳 ₁ ヵ月の少年（東京地判昭和5₂年₁₂月₂0日交民
₁0巻 ₆ 号₁₇₇5頁）、₁₃歳 ₆ ヵ月の少年（東京地判昭和₆0年 5 月₃₁日判時₁₂0₂号₆₄頁）、
































































（₁₄）₁5歳の ₃ 名の少年による輪姦事件に関する大阪地判昭和₃₇年 5 月₂₆日判時₃₁0号₃₇
頁、₁₈歳の高校 ₃ 年生による原付自転車事故に関する大阪地判昭和₄₂年 ₂ 月₁5日判タ
₂05号₁₇5頁、同様の事案に関する岡山地笠岡支判昭和₄₄年 ₈ 月₂5日下民₂0巻 ₈ 号₆0₄































































































すもの─」静岡大学法政研究₁₈巻 ₃ ･ ₄ 号55─₆₁頁、米村滋人「責任能力のない精神障
害者の事故に関する近親者等の損害賠償責任」法学教室₄₂₉号5₃頁、柴田龍「認知症高
齢者の事故と配偶者・子の損害賠償責任─最高裁平成₂₈年 ₃ 月 ₁ 日第三小法廷判決─」
立正法学論集50巻 ₁ 号₂5₆─₂5₈頁、竹村壮太郎「認知症高齢者の列車事故につき、近親
者の損害賠償責任が認められなかった事例」小樽商科大学商学討究₆₇巻 ₂ ＝ ₃ 号₂₉₄─
₂₉₇頁、高鉄雄「認知症高齢者による事故に関する近親者の損害賠償責任─最判平成₂₈
年 ₃ 月 ₁ 日民集₇0巻 ₃ 号₆₈₁頁をめぐって─」立教法学₉5号5₄～5₉頁、及び、石田瞳「認











































































































































































































































































































た。Y ₂ （横浜市に居住し東京都内で勤務）は、上記の話し合い後は ₁ ヶ月
に ₁ 、 ₂ 回程度Bの転居先で過ごすようになり、本件事故の直前の時期は
₁ ヶ月に ₃ 回程度A宅を訪ねるとともに、BからAの状況について頻繁に報
92
告を受けていた。
















Y ₂ は、自宅玄関付近にセンサー付きチャイムを設置し、Y ₁ が就寝中でも
















　（ⅹ）Aは、本件事故日（平成₁₉年₁₂月 ₇ 日）の午後 ₄ 時半頃に福祉施設
から帰宅した後は、事務所の椅子に腰掛けてY ₁ 及びBと過ごしていた。そ
の後、Bが自宅玄関先で片付けをしており、事務所内でAがY ₁ と二人きり






　第一審（名古屋地判平成₂5年 ₈ 月 ₉ 日
（33）
）は、つぎのように述べて、Y ₁ は




















































　最高裁（最判平成₂₈年 ₃ 月 ₁ 日
（37）
）は、つぎのように判示し、結論として

































Aの妻Y ₁ によるAの介護を補助していたものの、Y ₂ 自身は、当時₂0年以上
もAと同居しておらず、上記の事故直前においても ₁ 箇月に ₃ 回程度週末に

























































































































































































































　（ⅳ）Y ₂ の準法定監督義務者該当性　　本判決は、Aの長男であるY ₂
の準監督義務者該当性についても否定したが、その理由として、Y ₂ がAの
介護に関する話し合いに加わり、かつY ₂ の妻BがA宅の近隣に住みながら
Y ₁ によるAの介護を補助していたものの、Y ₂ 自身が₂0年以上もAと同居し



















































































































































































































































































れらの ₂ ないし ₃ が組み合わされる形で機能せしめられるのが妥当と思われ
る。精神障害者による加害事例についていえば、【選択肢 ₂ 】──これを「準
監督義務者」構成による₇₁₄責任と読み替えた上で──、【選択肢 ₃ 】及び
【選択肢 ₄ 】を併用する形で機能せしめられることになろうかと思われる。
